
2D21 第 2 段階を迎えたドイツの 大学祭ベンチャ 一戦略 

0 近藤正幸旗国力 

1. ドイツにおける 起業の増英 

日本でも大学究ベン テャ一 が急増している。 2001 年には 105 社が設立され 2002 年には 110 社が設立されたと 推定 

される・。 景気低迷の中、 G 三 M レポートによると 2000 年から 2002 年にかけて日本全体で 起業活動が顕著に 低下する 

中で大学究ベンチヤ 一は 健闘している 2 。 

ドィ、 ソ でも大学 発 ベンチャーが 目覚しい勢いで 生み出されている。 1990 年代後半には 毎年大学の技術成果を 基に 

起業したべンチャーは 推計で 2,230 もあ り、 2000 年には 2,780 になった ( 図 1L 。 定義に相違はあ るが日米に比べても 圧 

倒 的に多い。 

大学からの起業を 推進する EXIST プロバラムの 成果を見ても、 1998 年 10 月の開始時点から 2002 年の 12 月まで 

に 644 の べンテャ 一企業が誕生し、 倒産又は自主解散に 至ったべンチャ 一企業はわずか 72 に過ぎない。 

図 1 目覚しいドイツの 大学究ベンチャー 
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2. 大学 発 ベンチヤ一の 高い生存率 
ドイッでも景気はよくない。 2003 年 第 1 四半期の実質 GDP は▲ 0.2% であ り、 2003 年 4 月の失業者数は 450 万人と 

記録的水準であ る。 ベンチャ一にとってさらに 悪いことにはべンチャーが 上場を目指す / イ アマルク ト が 2003 年 6 月 5 

日に閉鎖され、 フランクフルト 証券取引所は 、 「プライム・スタンダー 円 、 「ドメスティ、 ソク・スタンダー ロ の 2 つの市場 セ 

グメントで構成されることになった。 ベン テャ一 キャピタルにとってはその 出口戦略の選択肢が 狭まることになり 投資に 

は慎重になる。 ベン テャ 一にとっては 資金繰りが苦しくなる。 

こうした状況の 中でドイツの 大学 発 ベンチャーはどのように 生き残りを図っているの た ろ うか 。 三 XIST プロバラムの 5 

地域の 1 つであ り欧州第 2 のハイテク地域であ るカールスルー エ の情報系のべンチャ 一の状況は次のよ う であ る。 2 
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年前は 120 社程度だったが、 2003 年は 160 社程度に増加している。 現在は景気があ まりよくないため 企業数は増えて 
いるが雇用者数は 2 年前と同じ程度であ る。 ベンチャ一の 多くは自社の 正社員と契約の ブ リ一のエンジニアを 採用して 
いて景気の動向に 合わせて人件費を 伸縮させているということであ った 3 。 

ドイ 、 ソに 300 以上存在し大学究ベンチャーが 多く入居するテクノロジー・ 起業家・センタ 一でも倒産率は 低く、 設立 3 年 

以内で 6%Ho 程度であ る。 ドイッ一般では 設立 3 年以内の倒産率は 40 一 50% であ る。 。 

一般にハイテク・ベンチャ 一の生存率は 低いと言われるが、 アメリカでも 大学究ベンチャ 一に関して言えば 高い。 アメ 
リカ で最も歴史があ る工科大学のレンセラー 工科大学のインキュベータでは、 1999 年からの 4 年間で 14 社が卒業で 4 

社が倒産とインキュベータ 入居中の 4 年間の生存率は 78% であ る 5 。 卒業後については 1997 年の調査では 5 年経って 

生存しているべンチャーは 80% を少し超えるということであ った。 ジョージア工科大学のアクセリレータでは 入居中の 
倒産率がⅠ 割 、 卒業後数年以内の 倒産率が 1 割であ り約 8 割は生存しているということであ った 6 。 大学究ベン テャ一 

だけではなく 全米のインキュベータに 入居しているべンチャ 一の生存率は 高い。 卒業後 3 年経って生存している 割合は 
80% 以上であ る 7 。 

3. ドイ 、 ソの 新しい政策の 動き 

ドイツでは大学からの 起業を推進する EXIST プロヴラムの 成功、 バイオクラスターを 創生する BioRegio プロバラム 
の成功を踏まえて、 これらのプロバラムの 存続・後継プロバラムの 企画に加え、 公的研究機関からの 起業を支援する 
プロバラムや 大学特許を活用するプロバラムを 開始した。 ドイツにおいて 大学からの起業、 公的研究機関からの 起業 

について第 2 段階が開始された ( 図 2)0 

図 2 ドイ、 ソの 新しい政策の 動き 

大学からの起業 
■ 巨 XIST  @ 今日 XIST  [ こカコえ 

EXIST 一 Trans 干 eer &  EXIST 一 Pa 吐 ner 

バイオクラスター 
■ BioRegio @* BioPro 卸 e 

公的研究機関からの 起業 
■三三ト Fonds 

大学特許の活用 
■特許活用機関 (PVA, Patentand  Exp@o@tation  Agencies) 

3.1  日 XIST-TranSfer と EXIST-Pa 吐 ner 

大学からの起業を 推進する EXIST プロバラムが 成功を収めていることから、 5 つのモデル地域による EXIS 丁 プロバラ 
ムは支援予算は 縮小するものの 存続することになった。 さらに、 こうした EXIS 丁 プロバラムの 経験を他の地域に 移転す 
るために新たに 三 XIST-Trans ね r プロバラムが 開始された。 三 XIST- Ⅱ ansfer プロバラムでは 3 年間に合計で 約 1000 万 

ユーロの財政的支援がなされる。 

旺 XIST-Transfer プロバラムの 対象地域の選定は 三 XIST プロバラムの 場合と同様に 2 段階の選考が 行われた ' 。 2001 

年 10 月に選考プロセスが 開始され、 2002 年Ⅰ月末までに 45 件のアイデアの 応募があ った。 2002 年 3 月初めにその 

3 カールスルーエ 地域の EXIST プロバラムの 中核機関であ る KEIM でのヒアリンバによる。 
4 日 XIS 丁 プロバラムについては 近轍 2001) を参照。 巨 XIST-Transfer プロバラムについては BMB Ⅰからのヒアリンバ 等による。 
  インキュベータのマネージャーからの 情報による。 
  アクセリレータのマネージャーからのヒアリンバによる。 

  Mo@naretal,(1997)  を参照。 
  EXIS 丁 プロバラムの 地域選定のプロセスについては 近轍 2002)  を参照。 
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うちの 20 地域について、 大学とそのパートナ 一に既存の起業のためのネットワーウを 拡張するコンセプトを 提出するよ 
うに要求した。 その結果に基づいて 2002 年 5 月に 10 地域を選定した。 

最終選考にもれた 10 地域は EXIST-Pa 吐 ner としてワーグ ン コップ や ニュースレターへの 掲載などに参加できることに 

なった。 EXIST プロバラムの 際も選考にもれた 地域で大学からの 起業についての 活動が行われ 数多くの大学究ベン テ 
セー が誕生した 9 。 

3.2  B  ioPro 何 le 

BioPro 卸 e プロバラムはバイオ・クラスター 創生に成功してバイオベン テャ 一致 で ドイッを欧州 1 にした BioRegio プ口 
グラムの後継と 考えられている。 3 地域に 5 年間にわたってⅠ 億 マルクの支援を 行 う 。 

3 地域の選考はやはり 2 段階で行われそのプロセスは 1999 年Ⅱ月から開始された。 応募した 30 地域の中から 20 
地域が選ばれて 最高 10  万マルクまでが 与えられて計画を 練り上げた。 そして 2001  年 5  月に最終的に、 Region 

Potsdam/BerHlin,Region  Stu 廿 ga 吐 /Necka Ⅰ A@b,Region  Br<aunschweig/Gottingen/Hannover が選定された。 

バイオ・ベンチャー 支援については BioPro 川 e プロバラムの 他に地域を限定しない BioChance プロヴラムがあ る。 創 
案問もないパイオ・ベン テャ 一向けの研究開発グラントのプロバラムで 1999 年から開始され 5 年間でⅠ 億 マルクの 予 
鼻 であ る，。 。 

3.3 EEF-Fonds( 公的研究機関からの 起業支援 ) 
大学からの起業を 支援する EXIST  プロバラムからその 支援対象を公的研究機関からの 起業とした新しいプロバラ 
ムが 2002  年から開始された oEEF-Fonds  (Erleichternung  von  Existenzgrnuendungen  aus  ForsSchungseinrichtungen) とよ 

ばれ、 公的研究機関の 研究者が起業の 準備をする場合にその 困難さを軽減するためのプロバラムであ る。 具体的に 
は、 公的研究機関の 研究者が起業の 準備をする場合に、 その公的研究機関に 当該研究者の 業務を担当する 他の研 
究 者を雇用するための 資金を提供し、 当該研究者が 行っていた研究に 支障が生じないように 支援する。 

3.4 PVA C 特許活用機関 ) 
ドイッでは大学人の 発明は個人帰属であ ったが 2002 年 2 月に法律改正により 機関帰属、 つまり大学帰属となった。 
これに伴い、 大学の発明を 特許化し、 権 利化された特許をライセンスする 機関が整備された。 PVA  (Paten ヒ und 

VeWe 「 tungsagenturel,K 、 Patentand  Exploitation  Agencies, 特許活用機関 ) がそれであ る。 日本の T 」 0  のドイツ版とい 

った 感じであ る。 

PVA は各州に設置され、 通常は州に 1 箇所であ るが、 バーチン・ ヴュ ルテンベルバ 州と ソルトライン・ウェストフアー レ 
ン 州には 2 箇所、 へ、 ソ セン州には 3 箇所あ る。 BMBFG 連邦教育研究 省 ) が 2003 年末まで補助金で 支援することになっ 

ている。 

PVA  の例としてカールスルーエの TLB  (Technologie- ロ zenz-Bueroo  der  Baden-Wue 吐 enburgischen  Hochschulen 

GmbH) をみてみる。 丁 LB  は大学の技術移転機関としてドイツで 最も歴史があ る。 といってもその 歴史は 1987  年から 始 
まる。 1987 年からのカールスルー 工 大学を対象にしたバーチン・ ウコ ルテンベルバ 州 科学舎 (MWK) のパイロ、 ソト ・プロジ 
ェクトが開始されこれが 成功する。 1995 年からはバーデン・ ウュ ルテンベルバ 州の全ての大学を 対象にした活動に 拡 
強 され、 1998 年には有限会社となった。 

株主は州内の 工科系を有する 全ての大学、 つまり 9 つの州立大学と 2 つの専門単科大学、 それに 州 関連の銀行、 フ 
ラウンホーファー 協会であ る。 運営上はミュンヘンにあ るフラウンホーファー 協会の特許機関とも 協力関係にあ る。 経 
営は 、 法律で発明者への 報酬は収益ではなく 収入の 30% と定められていることもあ り苦しい。 

g EXIST プロバラムの 選考にもれた 地域での成果については 近藤 (2002) を参照。 
l0  BioProo 佃 e  と BioChance  については BMBF(2000) 及び http ゾ /www.bmbf.de/priesse01/388.html を参照。 
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4. 日本の新たな 産学官クロスオーバ 一に向けて 

ドイツでも大学や 公的研究機関からの 起業の支援策が 充実してきているし、 実際に起業が 多く起きている。 日本でも 

国立研究機関、 国公立大学の 独立法人化による 柔軟性・機動性の 増大によって 環境は大き <@ 花札ている。 政府の支 

援策もメニューが 豊富になった。 まさに、 大学、 公的研究機関といったセクターが 産業界の活動に 乗り出していく 産学 

官 クロスオーバ 一の本格的な 時代になってきた " 。 

日本に欠けていると 考えられるのは 大学や公的研究機関にインセンティフを 与えるためのべンチヤ 一の株式保有で 

あ る。 キャッシュでの 投資には議論があ るかもしれないが 特許のロイヤルティの 代わりに株式を 取得することは 認めて 

もよいのではないだろうか。 設立間もない 資金繰りに苦しいべンチャ 一にとっても 助かると考えられる。 もうひとつは、 

最近はクラスタ 一の概念が地域開発で 話題を集めているが、 ベンチャー創出の 機能に焦点を 当てた べンテセー ・クラ 

スタコ 2 の創出に暫くは 洋力してみてはど う だろうか。 

逆に、 こうした産学官クロスオーバーを 推進していく 上で留意する 点もあ る。 それは、 大学や公的研究機関が 社会的 

役割を再確認し、 産業活動に入っていく 場合にアイデンティティを 維持することと 利益 相 反対策を講じておくことであ 

る 。 

図 3 産学官連携から 産学官クロスオーバー へ 

大学 

研究機関 

出所 : 近藤正幸、 大学スピンオフ 一 海外の動向、 大学研究第 24 号、 筑波 
大学研究センター、 2002 年 3 月。 
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